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平成 25年度給水装置工事主任技術者
試験の公示

当財団は、水道法（昭和32年法律第177号）第25条の12第１項の規定に基づき、平成
25年度給水装置工事主任技術者試験の実施に関する事務を次のとおり行うので公示しま
す。
平成 25年５月 20日 東京都中央区日本橋箱崎町４番７号

日本橋安藤ビル
公益財団法人 給水工事技術振興財団

理事長 藤田 賢二
１．試験地区（試験予定地）

北海道（札幌市）、東北（仙台市）、関東（習志野市、東京都杉並区）、中部（名古
屋市）、関西（寝屋川市）、中国四国（広島市）、九州（福岡市）、沖縄（那覇市）
２．試験期日
平成25年10月27日（日）

３．試験科目
\ 公衆衛生概論
] 水道行政
^ 給水装置の概要
_ 給水装置の構造及び性能
` 給水装置工事法
a 給水装置施工管理法
b 給水装置計画論
c 給水装置工事事務論
４．試験科目の一部免除
建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第27条の３の表に掲げる検定種目のうち、
管工事施工管理の種目に係る１級又は２級の技術検定に合格した者は、上記試験科目
のうち^給水装置の概要及びa給水装置施工管理法の免除を受けることができる。
５．受験資格
給水装置工事に関して3年以上の実務の経験を有する者とする。

６．受験の手続
\ 次の書類を提出すること。
{ 給水装置工事主任技術者試験受験願書
| 給水装置工事実務従事証明書
} 写真（出願前６か月以内に脱帽して正面から上半身を写した写真で、縦4•5セ
ンチメートル横3•5センチメートルのもので、その裏面には撮影年月日及び氏名
を記載すること。）

] 試験科目の一部免除を受けようとする者は、次の書類を併せて提出すること。
{ 給水装置工事主任技術者試験一部免除申請書
| １級又は２級管工事施工管理技術検定合格証明書の写し

^ 受験願書等の書類の作成にあたっては、原則として当財団ホームページに掲載す
るインターネット申込書作成システムを利用すること。

７．受験願書等の書類の受付期間及び提出先
\ 受験願書等の書類は、平成25年５月20日（月）から６月28日（金）（消印有効）ま
での間に公益財団法人給水工事技術振興財団国家試験部国家試験課（〒103`0015

東京都中央区日本橋箱崎町４番７号 日本橋安藤ビル 電話03`5695`2511）に簡
易書留郵便により提出すること。
なお、同一封筒による二人以上の申し込み及び宅配便等を利用したものは認めら
れない。

] やむを得ず受験願書等の書類を直接当財団に持参する場合の受付時間は、上記期
間中（土曜日、日曜日を除く。）の午前10時から午後４時までとする。

^ 提出した書類は返却しない。
_ 申請した受験地区の変更を希望する場合は、所定の用紙を９月９日（月）までに
当財団あて提出すること（必着）。

８．受験手数料
\ 受験手数料は16¶800円とし、郵便振替により納付すること。
] 受験手数料は、受験に関する書類の受付後は返却しない。
９．受験票の発送
受験票は、10月１日（火）に発送する。

10．試験結果の発表
試験の合格者は、平成25年12月10日（火）午前10時、厚生労働省及び当財団の掲示
場に、その受験番号を掲示して発表するとともに、当財団のホームページ
（http://www.kyuukou.or.jp）にも掲載して発表する。
なお、合格者には合格証書を、不合格者にはその旨を記載した通知書を、それぞれ
親展により送付する。

11．受験申請書類の入手方法
当財団ホームページに掲載するインターネット申込書作成システムに必要事項を入
力することにより、受験申請書（受験願書、実務従事証明書、一部免除申請書）が入
手できる。
上記の入手方法が困難な場合は当財団まで連絡すること。
なお、インターネット申込書作成システムは、平成25年５月20日（月）10時から６
月28日（金）17時まで利用可能とする。

第 49期決算公告

平成 25年５月 20日

愛媛県松山市南吉田町2798番地36

興安計装株式会社

代表取締役社長 田中 康晴

貸借対照表の要旨
(平成25年２月28日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 1,138,814
固 定 資 産 908,976
有形固定資産 609,566
無形固定資産 54,582
投資その他の資産 244,827

資 産 合 計 2,047,791

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 640,528
(うち賞与引当金) (56,217)
固 定 負 債 29,464
株 主 資 本 1,378,078
資 本 金 82,500
資 本 剰 余 金 51,850
資 本 準 備 金 51,850
利 益 剰 余 金 1,310,828
利 益 準 備 金 7,662
その他利益剰余金 1,303,166
(うち当期純利益) (40,868)
自 己 株 式 � 67,100
評価・換算差額等 � 280
その他有価証券評価
差額金 � 280

負債・純資産合計 2,047,791
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